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 2007 年 6 月 16 日提出、2007 年 10 月 25 日再提出、2007 年 12 月 14 日再々提出、2007 年 12 月 21
日審査受理。 
1 本稿における石油化学産業に関する記述は、石油化学工業協会（1971, 1981）を参考にしている。 













 また、企業がイノベーションを生むには、内部で R&D 活動に投資するだけでなく、外
部の知識を活用することも重要となりうる。よって、日本企業は技術導入を通じて、パー










1983; Mowery et al., 1996; Nakamura and Odagiri, 2005; Oxley and Wada, 2006）。ただ
し、日本企業が高い技術能力を既に有しているならば、パートナーから学習できる範囲は














                                                  
3 例えば、石油化学工業協会のアンケート調査では、1965～69 年の技術輸出件数は 23 件だが、1970～
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た仮説を定量分析で検証し、最後に第 4 節で結論と課題を述べる。 
 



































































Journal of Innovation Management No.5 - 64 -
例えば、図 1 には日本ゼオンという企業があり、自社技術の割合が高いことが示されて







































 また、中村他（1971）は 1960 年代後半からは単なる技術導入ではないクロス・ライセンス契約が増加
していることから、日本企業は製造技術の開発・導入の選択を自主的に行い、部分的には質の高い技術を
開発していったと述べている。 
8 ただし、Mowery et al. (1996) は化学産業を対象にした分析ではないことに注意されたい。 
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技術水準の向上などが挙げられているが、アライアンスには根本的にコーディネーション
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例えば、日本の製造業を対象にした分析に、Odagiri（1983）と Nakamura and Odagiri 
（2005）がある。Odagiri（1983）は R&D 集約度がロイヤルティ支出に正の影響を及ぼ

























に影響を及ぼすと考えられ、それらの関係は図 2 にまとめられている15。 
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が記載されており、1965～84 年までの各企業のデータを整理した。サンプルは 1965 年～




した18。その結果、サンプル企業数は 49 社である。 







法を j、i、t とする。表 1 には各変数の基本統計量と相関係数がまとめられている。 
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潜在的なライセンサーの数 i, t-1 
 第 2 節で述べたように、ライセンサーの機会主義の可能性を代理する変数として、潜在
的なライセンサーの数を利用する。これは、日本企業に製造技術を供与している企業の数
である。データは重化学工業通信社の『日本の石油化学工業』である。 
























この変数を利用する理由には、2 つのものがある。一つは、第 1 節で述べたように、高
い技術能力がある企業は製造技術を内部で開発し、そうした能力がなければ外部から導入
すると考えられることである。もう一つは、ライセンシーの技術能力は、技術導入の効果
にも影響を及ぼすかもしれない。そこで、仮説 3-1 と 3-2 を検証するために、技術開発の
経験と技術導入の経験との交差項に注目する。 
 
                                                  
19 しかし、ライセンシーが 1 社としても、契約が排他的であるとは限らない。そのライセンサーが技術
を複数の企業に供与する方針をとっているが、単にその買い手が 1 社しかいなかったのかもしれない。 
 また、データを整理すると、ライセンサーの数の平均は約 3.7 社であり、その中で排他的な契約を利用
しているのは約 2.9 社で、非排他的な契約を利用しているのは約 0.8 社となる。よって、各製品において、
非排他的な契約を利用しているライセンサーは 1 社いるかどうかという水準になっている。 
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3.3 コントロール変数 





吸収能力が高いために、導入が選択される傾向が高まるというものである（Mowery et al., 
1996; Nakamura and Odagiri, 2005）。データは『日経 Needs data』と化学工業日報の
『化学工業会社録』である。 
 






















進められた。特に 1968 年には、5 万ドル未満の技術導入は自動的に承認されることにな




                                                  
21 小田切・後藤（1998）は、政府が技術導入を実際に阻止することは極めて稀であり、全体への影響も
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そこで、これらの要因をより包括的にコントロールするために、本稿の分析では時間ダ
ミーを利用する。20 年の期間を 5 年ごとに分類し、1965～69 年、70～74 年、75～79 年、
80～84 年の 4 つのダミー変数を利用する22。 
 
























推計結果は表 2 から表 4 までにまとめられている。表 2 は技術導入の経験の対象が全分







 以下では仮説の検証に入る。まず、潜在的なライセンサーの数である。(1) (2) 式には潜
在的なライセンサーの数（全体）が、(3) (4) 式には潜在的なライセンサーの数（非排他）
                                                  
22 基準となるのは、1965～69 年である。 
23 ダミー変数以外の変数に関しては、対数をとっている。ただし、潜在的なライセンサーの数、および
技術導入の経験は 0 をとることもあるので、1 を足した後に対数をとっている。 
(8) (9) (10) (11) (12) (13)
(8) 技術開発ダミー 1
(9) ln 従業員数 0.008 1
(10) ln 製品市場の企業数 -0.134 0.048 1
(11) 1970～74年 -0.007 0.085 -0.050 1
(12) 1975～79年 0.122 -0.043 0.065 -0.235 1
(13) 1980～84年 0.016 -0.056 0.133 -0.308 -0.137 1
平均 0.512 8.647 1.816 0.346 0.095 0.152
標準偏差 0.501 0.955 0.573 0.477 0.294 0.360
最小値 0 5.740 1 0 0 0
最大値 1 10.294 2.996 1 1 1
注） N＝211
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7)
(1) 開発ダミー 1
(2) ln 潜在的なライセンサーの数（全体） -0.194 1
(3) ln 潜在的なライセンサーの数（非排他） -0.255 0.575 1
(4) ln 技術導入の経験 -0.256 0.116 0.114 1
(5) （ln 技術導入の経験）2 -0.230 0.083 0.079 0.954 1
(6) 関連分野の技術導入の経験 -0.122 -0.072 -0.021 0.669 0.671 1
(7) （ln 関連分野の技術導入の経験 ）2 -0.047 -0.100 -0.073 0.626 0.676 0.945 1
(8) 技術開発ダミー 0.192 -0.148 -0.228 -0.095 -0.049 0.136 0.168
(9) ln 従業員数 -0.149 0.033 0.037 0.336 0.318 0.260 0.225
(10) ln 製品市場の企業数 -0.156 0.671 0.555 0.003 -0.015 -0.117 -0.141
(11) 1970～74年 0.052 -0.069 -0.083 -0.119 -0.090 -0.143 -0.145
(12) 1975～79年 0.120 -0.009 -0.073 0.140 0.137 0.169 0.225
(13) 1980～84年 -0.063 0.206 0.174 0.133 0.141 0.162 0.145
平均 0.417 1.157 0.474 1.751 3.939 0.798 1.099
標準偏差 0.494 0.607 0.537 0.937 2.947 0.682 1.258
最小値 0 0 0 0 0 0 0
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次に、技術導入の経験（全分野）に注目する。技術導入の経験は (1) (3) 式では 1％水








る。一方、(6) (8) 式では、関連分野での技術導入の経験の 2 乗項を入れていおり、いずれ
も 5％水準で有意に正となっている。これは、技術導入の経験が豊富になるほど、導入が
選択されるが、ある水準を超えると開発が選択されるようになることを示している24。よ
って、この結果は仮説 2 ではなく仮説 1 と整合的であり、日本企業は技術導入を通じて、
パートナーの知識を獲得し、それが自社技術の開発につながったと解釈できる。 
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 さらに、表 4 では技術導入の経験が技術開発の経験によって異なるかを検証するために、
技術開発ダミーと関連分野での技術導入の経験との交差項を入れている。 (9) 式と (10) 
式では、潜在的なライセンサーの数の種類が異なっている。そして、(9) 式では技術導入
の経験とその 2 乗項の結果は表 3 と同じだが、技術開発ダミーとの交差項はいずれも有意
(1) (2) (3) (4)
ln 潜在的なライセンサーの数（全体） -0.196 -0.194
(0.95) (0.94)
ln 潜在的なライセンサーの数（非排他） -0.455 -0.455
(2.09)** (2.08)**
ln 技術導入の経験 -0.337 -0.357 -0.323 -0.328
(3.08)*** (1.07) (2.93)*** (0.99)
（ln 技術導入の経験）2 0.006 0.002
(0.06) (0.02)
技術開発ダミー 0.360 0.359 0.316 0.316
(1.92)* (1.90)* (1.67)* (1.65)*
ln 従業員数 -0.096 -0.096 -0.104 -0.104
(0.92) (0.92) (0.98) (0.98)
ln 製品市場の企業数 -0.253 -0.253 -0.193 -0.193
(1.14) (1.14) (0.98) (0.98)
1970～74年 0.192 0.191 0.175 0.174
(0.90) (0.89) (0.82) (0.81)
1975～79年 0.738 0.737 0.685 0.685
(2.20)** (2.20)** (2.01)** (2.01)**
1980～84年 0.129 0.128 0.120 0.120
(0.45) (0.44) (0.42) (0.41)
定数項 1.525 1.534 1.480 1.482
(1.68)* (1.67)* (1.61) (1.59)
サンプル数 211 211 211 211
対数尤度 -127.16 -127.15 -125.40 -125.40
擬似決定係数 0.11 0.11 0.13 0.13
注） 括弧内はz値。* 10％有意水準、** 5％有意水準、*** 1％有意水準。注）括弧内は z 値。＊ 10％有意水準、＊＊ 5％有意水準、＊＊＊ 1％有意水準。 
（出所）筆者作成。 
(5) (6) (7) (8)
ln 潜在的なライセンサーの数（全体） -0.289 -0.281
(1.42) (1.37)
ln 潜在的なライセンサーの数（非排他） -0.506 -0.476
(2.35)** (2.18)**
ln 関連分野の技術導入の経験 -0.303 -1.141 -0.274 -1.062
(2.05)** (2.74)*** (1.83)* (2.53)**
（ln 関連分野の技術導入の経験）2 0.485 0.454
(2.16)** (2.01)**
技術開発ダミー 0.462 0.437 0.416 0.396
(2.49)** (2.33)** (2.21)** (2.08)**
ln 従業員数 -0.146 -0.141 -0.156 -0.152
(1.41) (1.35) (1.49) (1.42)
ln 製品市場の企業数 -0.201 -0.183 -0.182 -0.173
(0.92) (0.83) (0.93) (0.87)
1970～74年 0.199 0.195 0.178 0.173
(0.95) (0.92) (0.84) (0.82)
1975～79年 0.660 0.528 0.596 0.476
(1.98)** (1.55) (1.76)* (1.38)
1980～84年 0.101 0.086 0.068 0.055
(0.35) (0.29) (0.23) (0.19)
定数項 1.585 1.663 1.551 1.630
(1.75)* (1.80)* (1.68)* (1.74)*
サンプル数 211 211 211 211
対数尤度 -129.83 -127.51 -128.04 -126.02
擬似決定係数 0.09 0.11 0.11 0.12
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25 技術開発の経験がある場合は、ln 関連分野の技術導入の経験=0.460 のとき、技術開発の経験がない












ln 関連分野の技術導入の経験 -1.113 -1.028
(2.50)** (2.29)**
（ln 関連分野の技術導入の経験）2 0.528 0.518
(1.85)* (1.81)*
技術開発ダミー×ln 関連分野の技術導入の経験 -1.569 -1.891
(1.52) (1.81)*




ln 従業員数 -0.121 -0.126
(1.12) (1.14)
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